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第300号
自治体国際化フォーラム10月号

自治体国際化フォーラム第１号
（1989年11月号）

　今月号の特集では、スポーツを活用した地域活性化の取り組み
についてお届けしました。普段スポーツをしない私ですが、高校
野球や箱根駅伝の応援にはついつい力が入ってしまいます。また、
昨年は地元のプロ野球チームの優勝パレードにボランティアとして
参加しました。スポーツには「する」楽しみだけではなく、「見る」
楽しみ、「支える」楽しみもあります。編集作業を進める中で、人々
がさまざまな方法でスポーツを楽しみ、それが地域の活性化につ
ながっていく事例を目にし、改めてスポーツの力というものを感じ
ました。
　創設が予定されるスポーツ庁や、2019年のラグビーワールドカッ
プ、2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催な
どでますます注目を集めるスポーツ分野。自治体の取り組みからも
目が離せません。� （M.K）

　クレアの機関誌「自治体国際化フォーラム」第１号（1989年11月号）が発行されたの
は1989年10月15日。初回発行から約25年が経過し、今号で300号を迎えました。国際化
の潮流や自治体を取り巻く環境が大きく変わる中、変化する時代や読者の皆さまの関心・
ニーズにそったテーマを取り上げ、国内外の最新状況や取り組み事例をお伝えしてきま
した。
　以下では近年の記事の一例をご紹介していますが、2003年５月号以降の記事はすべて
クレアホームページにてご覧いただくことができます。今後も読者の皆様にとって役立つ
「自治体国際化フォーラム」を目指してまいりますので、ご愛読のほど、よろしくお願い
申し上げます。

「自治体国際化フォーラム」が300号を迎えました

窓口：総務部企画調査課
TEL：03－5213－1722　  FAX：03－5213－1741  　E-mail：kikaku@clair.or.jp

【自治体国際化フォーラムのホームページ】
http://www.clair.or.jp/j/forum/forum/index.html　☜過去記事の検索もここから！

■2011年８月号　特集
　「東日本大震災における外国人支援について」
自治体や国際交流協会などによる外国人支援の取り組みについ
ての特集です。東日本大震災については、当号以外でも複数回
にわたって、外国での被災者支援活動、震災後の海外でのプロ
モーション活動などを取り上げています。

■2011年９月号　クレア活用のススメ
　「韓国・中国の大学生に対する留学ニーズ調査」
事業・施策実施のため、クレアの事業や制度を活用した事例を
紹介する「クレア活用のススメ」。クレアの調査結果を、留学生
施策につなげた事例についての報告です。

■2012年６月号　クレア海外通信
　「中国の結婚・お見合い事情～中国式お見合い参加報告～」
「クレア海外通信」は７つの海外事務所が担当。現地の最新事
情について、ときには職員自ら身体を張って、レポートします。

■2012年８月号　クレア活用のススメ
　「クレア・シンガポール事務所を活用するため知っておきたい
　 10のポイント」
活動支援での利用が多い海外事務所ですが、調査研究事業や駐
在型職員の受け入れなども行っています。海外事務所を100％
活用していただくための情報です。

■2012年10月号　特集
　「医療通訳」
近年高い関心を集める医療通訳について、日本の自治体におけ
る実施状況の調査結果や、国内外の先進事例をまとめました。

■2013年３月号　交流親善コーナー
　「北欧スウェーデンとの産業交流
　 ～伝統的織物をテーマとした交流展覧会を開催」
近年、分野を限定した交流を行う自治体も増えています。産業
分野での実績を積み重ねている交流事例の報告です。

■2013年８月号　JETの広場
　「田舎の外交官」
現役/OBのJETプログラム参加者によるコーナー。英国大使館
で働く元長崎県ALTによるエッセーです。

■2014年２月号　特集
　「�イスラム市場を取り込め～東南アジアのイスラム市場における
訪日観光客誘致と日本産食品の販路開拓の可能性～」

多くの自治体がASEANへのプロモーション活動を行っています
が、その中でも特にイスラム市場にスポットを当て、現地事情
や先進的な取り組みを紹介しました。

近年の記事の例


